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税制改正要望等

年末 通常国会
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（第一階層）
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（第二階層）

2020
年度～

地域医療構想に基づく病床の機能分化・連携を推進
（療養病床に係る地域差の是正等）

見直し後の基準による病床機能報告を実施

＜②慢性期の医療・介護ニーズに対応するサービス提供体制に係る制度上の見直しの検討＞

厚生労働省の「療養病床
の在り方等に関する検討
会」において、地域医療構
想ガイドラインにおいて在
宅医療等で対応するとさ
れた者についての医療・介
護サービス提供体制上の
対応、2017年度末で廃止
が予定されている介護療
養病床の取扱い等につい
て検討し、具体的な改革の
選択肢を整理

地域差是正に向けて、療養病床
の入院患者の重症度を適切に評
価するための診療報酬上の対応
について、平成28年度改定におい
て実施

介護療養病床等の効率的なサービス提供
体制への転換について、関係審議会等に
おいて検討し、2016年末までに結論

関係審議会等における検
討の結果に基づいて必要
な措置を講ずる（法改正を
要するものに係る2017年
通常国会への法案提出を
含む）

療養病床等の効率的なサービス提
供体制への転換の推進

地域差是正に
向けた診療報
酬上の対応に
ついて、平成30
年度改定にお
いて更なる対応

＜①都道府県ごとの地域医療構想の策定による、医療の「見える化」を踏まえた病床の機能
分化・連携の推進（療養病床に係る地域差の是正）＞

病床機能分化の進捗評価等に必要な病
床機能報告制度について、2016年10月の
次期報告時までに用いることができるよ
う、病床機能を選択する際の判断に係る
定量的基準も含めた基準の見直しについ
て、関係の検討会において検討し、策定

≪厚生労働省≫

≪主担当府省庁等≫

18

必要なデータ分析及び推計を行った上で、2025年の高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機
能ごとの医療需要と病床の必要量等を定める地域医療構想を、原則として全ての都道府県にお
いて、2016年度末までに前倒しで策定
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